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主な指標の状況

第２７次地方制度調査会の答申（平成１５年１１月１３日）、構造改革特区の第３次提案に対
する政府の対応方針（平成１５年９月１２日）の具体化を図るため、地方自治法を改正するも
のである。

自治行政局
行政課

17年度

第２７次地方制度調査会の答申、構造改革特区の第３次提案に対する政府の対応方針を踏まえ、住民自治の強化等を目的と
する「地域自治区」の創設、都道府県の自主的合併手続等の整備、条例による事務処理の特例の拡充、収入役制度の改正、
議会の定例会の招集回数の自由化、財務会計制度の改正を内容とする地方自治法の一部を改正する法律が平成１６年５月１
９日に成立し、同年１１月１０日に施行（一部平成１７年４月１日施行）された。
○「地域自治区」の創設
　地域の住民の意見を行政に反映させるとともに行政と住民との連携を強化することを目的として、市町村内の一定の区域を
単位とする「地域自治区」を市町村の判断により設置することができることとされた。
○都道府県の自主的合併手続等の整備
　都道府県の発意に基づき合併の手続きに入ることができることとされた。
○条例による事務処理の特例の拡充
　市町村が都道府県に対し、条例による事務処理特例による事務の配分を要請することができることとされた。
○収入役制度の改正
　人口１０万人未満の市について町村と同様に収入役を置かなくてもよいこととされた。
○議会の定例会の招集回数の自由化
　定例会の招集回数の上限（年４回）をなくし、条例で定める回数招集することができることとされた。
○財務会計制度の改正
　構造改革特区に対する提案を踏まえ、長期継続契約を締結することができる契約の範囲が拡大され、また、支出命令につい
ても一定の経費にかかるものを簡素化することができることとされた。
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住民自治の強化等を目的とする「地域自治区」の創設、都道府県の自主的合併手続等の整
備、条例による事務処理の特例の拡充、収入役制度の改正、議会の定例会の招集回数の
自由化、財務会計制度の改正を内容とする地方自治法の一部を改正する法律が成立（平
成１６年５月１９日成立）

平成１６年３月に第２８次地方制度調査会が発足したところであり、同調査会の審
議の状況を踏まえながら、分権型社会に対応した地方制度のあり方等について検
討を進めていく必要がある。

予 制 情

○第２７次地方制度調査会（平成１５年度は総会３回、専門小委員会１３回開催）
○第２８次地方制度調査会（平成１５年度は総会１回、専門小委員会　１回開催）
　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成１６年度は総会２回、専門小委員会１７回開催）
　本政策の今後の課題を検討し、評価に反映するに当たって、上記調査会での審議及び意
見を参考とした。

○今後の地方自治制度のあり方に関する答申（平成１５年１１月１３日地方制度調査会）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　http://www.soumu.go.jp/singi/pdf/No27_sokai_7_4.pdf
○構造改革特区の第３次提案に対する政府の対応方針
（平成１５年９月１２日構造改革特別区域推進本部）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　http://www.kantei.go.jp/jp/singi/kouzou2/dai4/4siryou1.pdf
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